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令和 4 年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

統括研究報告書 

 

小学校区グリッドに基づく多組織連携システム (A-MACS)の数理的解析に関する研究 

研究代表者 中尾博之 岡山大学大学院医歯薬学域災害医療マネジメント学講座 教授 

（現 大阪行岡医療大学医療学部理学療法学科 特任教授、岡山大学医学部 客員研究員） 

 

研究要旨：  

目的：現在、巨大災害や広域感染症などの災害医療では、広域医療情報システム(EMIS)、J-SPEED によっ

て情報収集する手段が確立されてきた。一方では、膨大な情報から優先すべき情報を取捨選択し、可視化さ

せる情報処理システムも不可欠である。本研究では、グリッド・マッピング分析(GMA)に基づく健康地理学的評

価を理解し、小学校区を基本単位とした医療行政の管理・統制の支援を容易するために、迅速・自動化された

AI を用いた情報処理システム(A-MACS：優先業務推定及び情報可視化)を開発することである。 

方法及び結果：災害時の医療活動関連情報 7 項目について検討し、これらの可視化が地域の災害医療

活動の負担を軽減と戦略に有益であることを確認した。また、過去の災害時医療活動記録をもとに、最

適化モデルを構築し、優先業務が推定できるシステムを開発し、ニューラルネットワークを用いた手法が有益で

あることが確認できた。また、汎用性・拡張性を担保するために、小学校区単位で地域情報を一連の Google ア

プリを用いた情報入力、集計処理、可視化できるシステムを開発できた。なお、このシステムは汎用性があるた

め、優先業務推定システムとも互換性を設定されている。 

医療機器は近年在宅患者でも使用されており、A-MACS を基にした資源再配置支援システムの開発が急

がれる。被災地調査・文献に基づき、災害時の医療機器管理システムの課題を抽出し、在宅患者受け入れ体

制や電力供給の可視化が必要であることが判明した。 

さらに、災害に強い地域づくりに寄与する病院に関するフレームワークを開発した。 

結論：電子化によるデータを知的情報に変換は、広く「組織間学習」が可能となり、多機関連携に

よる意思決定と実行を容易にする。この手段として、本 A-MACS は互換性を有し、他のシステム

との連携が可能であることが確認された。今後は、医療班や医療機器をはじめとする資源再配

置システムの開発と A-MACS との連携可能にしたい。災害時活動における、情報入力から活動

までの過程を包括的に地域管理ができることになる。 

 

 

研究分担者 

(1) 渡邉 暁洋（岡山大学/ 助教、現兵庫医科大学危機

管理医学） 

(2) 平山 隆浩（岡山大学/ 助教） 

(3) 伊藤 弘人（労働者健康安全機構/ 本部ディレクタ

ー、現東北医科薬科大学医学部 教授） 

(4) 竹内 孔一（岡山大学/ 准教授） 

 
Ａ．研究目的 

本事業の目的は、災害医療ではグリッド・マッピング分

析(GMA)に基づく健康地理学的評価の理解に基づき、小

学校区を基本単位とした医療行政の管理・統制の支援

を容易する必要があることを明らかにすることにある。こ

の目的を具体化させるために、災害医療における効率

性を向上させるために、迅速・自動化されて AI を用いた

情報処理システム(A-MACS：優先業務推定及び情報可

視化)を開発することである。 
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Ｂ．研究方法 

災害時に知りたい 7 項目の医療活動関連情報につい

て、GMA による可視化をすることによって、医療活動の

意思決定や将来の医療活動予測に対する寄与について、

検討する。 

上記を具体的に使用するツールとして、デジタル化さ

れたクロノロジーから業務の優先度を判断するシステム

構築と、データ収集、集計、グラフ化、地図上への表示を

可能とするシステムを開発する。両システムは互換性が

あるものとする。 

一方、災害時の医療として、在宅医療への対策は遅

れているため、在宅医療機器を中心とした管理・運用に

関する課題抽出を行い、将来 A-MACS への連結につい

て検討する。 

また、有識者間の議論を通じて、「災害に強い地域づく

りに寄与する病院に関するフレームワーク」を開発する。 

 

Ｃ．研究結果 

災害時の医療活動関連情報 7 項目について検討し、

これらの可視化が地域の災害医療活動の負担を軽減と

戦略に有益であることを確認した。一方、過去の災害時

医療活動記録をもとに、優先業務が推定できるシステム

を開発し、ニューラルネットワークを用いた手法が有益で

あることが確認できた。また、汎用性・拡張性を担保する

ために、小学校区単位で地域情報を一連の無料 Google

アプリを用いた情報入力、集計処理、可視化できるシス

テムを開発できた。なお、両システムは汎用性があるた

め、互換性を設定することができた。 

被災地調査・文献に基づき、災害時の医療機器管理

システムの課題を抽出し、在宅患者受け入れ体制や電

力 供 給 の 可 視 化 が 必 要 で あ る こ と が 判 明 し た 。

A-MACS を基にした、資源再配置支援システムの開発

が急がれる。 

さらに、災害に強い地域づくりに寄与する病院に関す

るフレームワークを開発した。これは、医療を取り巻く病

院内・外のマネジメントに関する理解を深めることに寄与

する。 

 

Ｄ．考察 

災害時に知りたい 7 項目の医療活動関連情報（被害

状況、医療需要、供給できる医療、追加できる医療、イン

フラ、生活基盤、物流管理）について、GMA を用いた多

層化された地図表示をするには、デジタル化することは

有益である。しかし、デジタル化とは生の情報を加工し、

理解しやすくし、見えやすくしたもののことである。このよ

うな加工は、多職種・多機関間での学習効率を上げるこ

とに繋がる、という 1)。また、行政上の理解を深めるため

には、地理空間情報を得るために一定区分に分ける必

要がある。本邦のその区分は、平時の文化的・行政的活

用があることを考慮すると、小学校区であることが相当

であると考えている。 

優先業務の選定では、学習データを追加した場合に

高い識別精度を得るために、改善手法を考慮しておくこ

とは重要である。また、汎用性があり無料使用のできる

Google アプリをベースにシステムを展開することが可能

となったために、今後開発されるであろう諸システムとの

互換性や連携を担保できる。 

災害時の膨大な情報を人間工学的視点で捉えるため

には、①労力分散、⑵自動化、⑶視覚を利用した単純化、

④制限のある共有が必要である。本事業 A-MACS では、

クロノロジー作成の分散化、集計の自動化、データのダ

ッシュボード化や地図へのプロット、接続管理されたクラ

ウドが利用できるシステムを開発した。このシステムでは、

Google 無料アプリをベースに作成されているために、経

費を抑え、汎用性もある。 

阪神淡路大震災後、急性期災害医療体制の構築がな

され、東日本大震災後避難所、介護・福祉施設を対象と

した慢性期災害医療体制の構築に重点が置かれた。し

かし、在宅医療にかかわる災害医療ではまだ十分に体

制が整っていないことが今回の調査によって明らかとな

った。特に、在宅医療機器の運用・管理は一元的ではな

く、医療機関への避難もクローズアップされていない。特

に、慢性期医療の自動化や視覚を利用した単純化が遅

れていることを意味している。重要医療資源の最適再配

置にも大きく影響を与えるであろう。 

 一方、地域の災害医療に関するフレームワークから、

災害への備えにおける「地域社会のハブ組織」の存在の

重要性を理解することができた。 

 

Ｅ．結論 

災害医療では、多機関・多職種の連携が必要であり、

災害時の膨大な情報を人間工学的視点で捉えるために

は、①労力分散、⑵自動化、⑶視覚を利用した単純化、

④制限のある共有が欠かせない。本事業で開発した

A-MACS は、医療行政上に運用・管理しやすい小学校
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区という健康地理学的評価を可能にするために、経済的

かつ汎用性があり、上記４要素を成立させているシステ

ムである。今後は、A-MACS の実装検証を行い、対応不

十分な在宅医療運用・管理システムの開発に取り組む。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 

 

Ｇ．研究発表 

各分担研究を参照 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 なし 

 

I. 引用文献 

1) 藤本隆宏、「能力構築競争」、中公新書、2003. 
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

分担研究報告書 

グリッド・マッピング分析による健康地理学的評価の意義に関する研究  

研究代表者 中尾博之 岡山大学大学院医歯薬学域災害医療マネジメント学講座 教授 

（現 大阪行岡医療大学医療学部理学療法学科 特任教授、岡山大学医学部 客員研究員） 

 

研究要旨： 

【研究目的と背景】 

本研究班令和 3 年度「地域の医療需要情報の Mapping Analysis 概念に関する研究」に引き続

き、グリッド・マッピング分析(GMA)の本質を再認識することによって、Health Geography(健康地

理学)を応用した健康地理学的評価の意義を考察する。 

【研究方法】 

災害時に知りたい 7 項目の医療活動関連情報を GMA による可視化することによる、医療活動

の意思決定や将来の医療活動予測に対する寄与について、検討する。 

【研究結果】 

GMA による７要素のデジタル地図上への配置は、地域の災害医療活動の負担軽減に貢献す

るため、医療活動上の戦略に有益である。 

【まとめ】 

効率よく多層化された地図表示するためには、デジタル化概念の理解が必要となる。「データを

知的情報」に変換し、①電子化が可能、②①により自動化が可能、③ネットワーク（情報共有、遠

隔操作）が可能、④組織間学習が可能となる。これら一連の効果によって、多機関連携による多

面的な理解を可能にする。意思決定と実行が容易となる。 

 

Ａ．研究目的と背景 

本研究班令和 3 年度報告書分担研究報告

「地域の医療需要情報の Mapping Analysis 概

念に関する研究」において、災害時の医療政

策に迅速に反映させるための手法が必要であ

り、情報の包括化させる最小単位は小学校区

であり、医療政策上の情報のモニタリングと政

策伝播には視覚化が必要であることを指摘し

た。 

マッピングは、地形、建物などの機能、交通、

住所による位置情報、また年代別に地図を比

較することによる経年的な変化を表示すること、

である。つまり、マッピングとは、様々な因子を

関連付けて「見える化」することと言える。さら

に、X,Y 軸による平面的な位置表示、Z 軸によ

る高度、地図の年代比較を加えることによって

４次元情報を収めることができる。このような

幾何学化は、デジタル技術によって、簡単な操

作をコンピューター上で行うだけで、情報を表

示、分解・抽出、分析させることを可能にする

だろう。 

一方、グリッド・マッピング分析(Grid Mapping 

Analysis : GMA)とは、格子で区分されたマス目

である「グリッド」ごとに、調査対象項目の数値

を演算にかける「グリッド演算」によって、色分

けし、有益な情報を際立たせることである。し

たがって、GMA は、地勢上のデータ（例えば人
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口、地理条件など）を視覚化および、戦略策定

に活用するIntelligence に変換する第一過程に

当たる。実例では、「電力グリッド」が有名であ

る。これは、電力業界で広く活用されており、

GRID Utility 2.0 では集中管理にとどまらず、多

様化する運用に対して機能分担を現場で可能

とし、一定地域の電力需給バランスをリアルタ

イムでチェックし、集中管理による停電などの

事故防止や、事故回路の切り離し（分散管理）

による事故の波及防止をしている。 

さらに、Health Geography(健康地理学)とは、

医療提供計画を、医療提供システムの空間構

成とシステムの操作性の関係から考察するも

のである。健康地理学の応用性は、GMA とい

う手法による、地理学と災害医学を結びつける

ことの可能性を示唆している。 

IT 化された健康地理学を応用した GMA の

活用は、災害医療評価の有用性と、将来のス

マート・シティ (Smart City: SC)化にたどり着く

潜在的な可能性を十分予見できるものであ

る。 

本研究では、地理、文化、経時的変化の統

合的観点から、医療活動の医療対応の優先

性決定、支援規模の決定、進捗状況の評価

（戦略の決定）視点に基づき、GMA による健康

地理学的評価の意義を考察する。 

 

Ｂ．研究方法  

災害時に知りたい 7 項目の医療活動関連情

報 

① 被害状況 

② 医療需要 

③ 供給できる医療 

④ 追加できる医療 

⑤ インフラ（電気、燃料ガス、上下水道、交通、

通信）状況 

⑥ 生活基盤（衣食住） 

⑦ 物流管理(Supply Chain Management: 

SCM: 医療ガス、衛生資機材、医療機器、

検査機器） 

について、GMA による可視化をすることによっ

て、現状の医療受給バランスやインフラストラ

クチャーなど医療活動を間接的に制約する医

療活動周辺要素をもとに、医療活動の意思決

定や将来の医療活動予測に対する寄与につ

いて、検討する。また、避難所などの生活環境

が医療負荷へ与える影響についても検討す

る。 

 

Ｃ．研究結果 

①～⑦７つの要素が GMA による IT によるデ

ジタル地図上で、多層の重なりとして視覚的

にも認識しやすくなる。GMA に基づく可視化

の容易さに適応する項目は、 

① 被害状況：医療機関からの情報提供に

よる患者重症度、人数、施設・設備被害 

② 医療需要：①のうち、特に重症治療が必

要となる患者数と傷病の種類、および避

難所における医療需要量 

③ 供給できる医療：現状における医療状況

と特に不足している状況 

④ 追加できる医療：③における不足してい

る医療の優先性から考慮される追加す

べき医療体制 

⑤ インフラストラクチャー（電気、燃料ガス、

上下水道、交通、通信）状況：インフラス

トラクチャーの備蓄と供給体制 

⑥ 生活基盤（衣食住）：避難所、介護・福祉

施設、医療機関を中心とした衣食住の

需給状況 

⑦ 物流管理（医療ガス、医薬品、衛生資機

材、医療機器、検査機器）医療を実行す

るために必要な材料や機器の供給体制 

GMA による７要素のデジタル地図上への配

置は、地域の災害医療活動の負担軽減に貢
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献するため、医療活動上の戦略に有益であ

る。 

 

Ｄ．考察 

1. 【GMA による 7 要素の評価】 

① 被害状況：医療活動をするうえで考量すべ

き被害は、人的被害と医療機関の被害状

況、医療活動を行うに不可欠な物流管理

(SCM)である。人的被害では、人数、重症

度、治療上の独断専門性を要する分野の

有無と職員の安否についての情報に基づ

く見える化が必要である。医療機関の被

害状況では、建物、大型医療機器・検査

機器・診断機器、院内通信設備、院内昇

降機、院内医療情報システム、院内インフ

ラストラクチャー関連設備について、被害

の有無を早期に確認できる必要がある。

特に医療機関の被害状況は医療活動維

持の判断に大きく影響を与える（律速因

子）。なお、ＳＣＭについては⑦で論ずる。 

② 医療需要：重症患者治療は、医療資源の

大量消費や医療スタッフの疲弊につなが

りやすく、医療機関や地域の医療さえも影

響を与えかねない。他の医療活動とは切

り離して考えるべきである。可能であれば、

被災地外への搬送が望ましい。そのため、

早期に把握できることが地域医療の負荷

軽減にもつながる。また、地域の避難所で

は、病院外への医療班派遣の必要性や感

染疾患の集団発生の可能性が高まる。こ

のため、医療機関内での医療供給体制に

空洞を生じさせる危険性がある。 

③ 供給できる医療：人員では、災害発生時の

在院職員と院外職員に分けて考える必要

があるだろう。詳細に考えることが可能で

あれば、職種別に表記できればさらによい。

しかし、詳細になりすぎる傾向になりえる

ために、単純化する作業とは相反すること

になるかもしれない。同様に、医薬品や医

療資機材もどこまで詳細に把握するか、と

いう課題が残る。大型機器などの機材や

⑤の院内インフラの使用状況についても

併せて考える必要がある。 

④ 追加できる医療：現時点で不足している医

療資源と不足が予測される医療資源に分

けて考える必要がある。特に不足している

医療資源については、その医療資源の優

先性（医療活動を行う上での重要性と緊

急性の 2 軸）をもとに、医療資源の供給請

求が行われるべきであろう。 

⑤ インフラストラクチャー（電気、燃料ガス、

上下水道、交通、通信）状況：現有および

備蓄状況の把握と、消費予測が求められ

る。状況把握は時間を要するので、継続

的な計測表示が可能であることが望まれ

る。消費予測は困難であるが、継続的な

表示が可能となれば消費予測も容易にな

るかもしれない。 

⑥ 生活基盤（衣食住）：阪神・淡路大震災や

東日本大震災では、震災後３日後から医

院への受診者数が爆発的に増加した。こ

れは震災による直接的な傷病だけでなく、

慢性疾患など日常的傷病に基づく受診に

よるものと推測される。したがって、被災者

の生活基盤を盤石にすることは、これらの

受診者数を低減することに寄与できるかも

しれない。特に災害時要支援者が集まる

避難所、介護・福祉施設、医療機関を中心

に集中的な整備が必要と思われる。 

⑦ 物流管理: ( 医療ガス、医薬品、衛生資機

材、医療機器、検査機器）：ここで述べる

SCM は一般的な物流管理を意味するので

はなく、医療活動をするに不可欠な物資に

関する物流管理である。地理空間データ

をリアルタイムに表示できるところに、物流

管理に関するデジタルマップの強みがあ
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る。これらの物資の供給不足は直接医療

活動を制限することに直結する。したがっ

て、GMA による供給体制の把握は極めて

重要である。また、医療機関ごとよりも、地

域単位での把握として考える必要がある。 

以上、7つの要素が災害医療を行う上で

GMA による把握が必要であるが、地図１

面にすべてを表示することは把握しづらく

するため、いくつかの地図 layer に分けた

多層表示することが求められる。これらの

データについて、効率よく多層化された地

図表示するためには、デジタル化概念の

理解が必要となる。 

 

2. 【デジタル化】 

膨大なデータは、目的に従って有益な情報

の選別とその利用方法が決定されるため、す

ぐには使うことができない。データ・クレンジン

グによって、データのノイズを取り除く必要があ

る。「デジタル」とは、ノイズ（あいまいさ）を消去

するために、ルールに沿って、いくつかのグル

ープに物事を分類することであり、漠然とした

内容を理解しやすいように「見える化」させて、

「データを知的情報」に変換させなければなら

ない(図 1)。つまり、デジタル化とは分類などに

よって単純化させることである。データのデジタ

ル化によって、①電子化が可能、②①により自

動化が可能、③ネットワーク（情報共有、遠隔

操作）が可能、④組織間学習が可能となる(図

2)。これら一連の効果によって、多機関連携に

よる多面的な理解を可能にする。藤本隆宏氏

によると、トヨタ自動車株式会社の成功例とし

て、組織間学習によるイノベーションの重要性

を指摘している 1)。 

・見やすくなる
・概要がわかる

さらに、４小マスを、１大マスにする

データを情報にする

図 1 価値ある情報に変換すること（デジタル化） 

左マス目にある 3 色の点の概要を把握することはむ

つかしい。右マス目では、マス目内に最も多くの色種で

ある点をマス目の色とする「ルール」で表したものである。

全体の傾向が見やすくなる。 

 

図 2 デジタル化の本質 

デジタル化の課題として、ルールによって

分類区分が変わるために、最適な分類方法

の検討が必要となること、が挙げられる。 

 

3. 【災害医療の Health Geography(健康地理

学)的考察】 

地図は、行政区分、インフラなどの構成を

把握する地域研究における重要なツールで

ある、という 2)。 

本研究班では、災害時の医療情報を小学

校区単位で、地図上に表示できるようにして

いる（分担研究：渡辺班、竹内班）。その観点

から、地理空間情報の表示におけるデジタル
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化についても考察しておく必要がある。地理

空間情報の表示方法には、ラスター形式とベ

クター形式がある。前者は、格子で区分し、

容易に作成できるメリットがあるが、行政境界

を正確に表すことができない。一方、ベクター

形式では、正確に境界を表現でき、線の太さ、

色、線に囲まれた面の色、などの変化のしか

たなどを数値で表すことができる。医療地理

学的空間分析では、点パターン分析、空間的

自己相関、地理的加重回帰、生態ニッチモデ

リング、空間スキャン統計、およびネットワー

ク分析が可能である、という 3)。 

一方、非医療系情報システムでは、情報

系グリッドと地理学系グリッドを多層的に共

有するために、組織間をネットワークで橋渡

しされた迅速な意思決定システムである

Network-Centric Warfare (NCW)が運用され

ている。従来の PDCA サイクルによる課題解

決思考手法よりも、「情報→活動」、というシ

ョートカット思考が可能となり、意思決定と実

行が容易となる。また、IoT 化によって、

DMAT をはじめとする医療救護班が、端末で

情報を共有することを容易にする。 

 

4. 【スマート・シティ化に向けた GMA の考察】 

新型コロナ禍によって、生活様式は大きく変

化し、感染対策から様々な ICT 技術が導入さ

れつつある。安心・安全で、かつ便利な都市を

形成するにあたり、ICT を用いたスマート・シテ

ィ化は今後も推進されるであろう。スマート・シ

ティ化にあたり、3 要素（基盤整備、人材教育、

会員主義）が不可欠である。基盤整備には状

況の理解、見える化が、人材教育や会員主義

にはネットワークの形成が大いに役に立つと

考えている。これらの要素が、今後デジタルヘ

ルスの key word となるとも考えている。そのた

めには、多視野・新発想が求められ、信頼性

の高い情報に基づく異なる背景や発想をもっ

た「思考競争」が必要でもある。 

地域医療という観点からすれば、医療機関

の機能（インフラストラクチャー環境）、地形特

性（地理特性）、近隣地域特性、施設構造を視

覚化できるだけでなく、時間軸、行動様式（意

思決定）を加味することも可能であろう。 

しかし、中村氏によると、現行の地域医療ネ

ットワークは、費用、セキュリティなどの課題を

抱えており、地域を俯瞰する災害医療情報シ

ステムを早期に統一しておく必要がある、と指

摘している 4)。必要とする情報の特性は前述

に指摘した「地域医療の観点」、つまり災害で

は本研究報告における 7 要素を考慮する必要

があり、平時と災害時では異なることも考慮し

ておく必要がある。 

7 要素がデジタル化された GMA によって基

盤化に貢献できれば、図 3 に示すように災害

医療の基本となる救急医療のスマート化がな

された都市形成へと発展できるものと考えてい

る。 

 

図 3 デジタル化された GMA による都市の基盤化 

デジタル化された GMA による都市の基盤化は、現場

でのガイダンス、市民の行動変容を惹起させた積極的

な対応、消防への自動通報や救急活動の円滑化（現場

活動や収容医療機関の選定など）、院外からのバーチ
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ャルな到着前情報に基づく院内医療技術の進歩に寄与

する可能性がある。 

 

5. 【米国における災害地域の評価と対応】 

米国では、地震・広範囲な山火事が多発する

カリフォルニア州は災害医療に熱心な地域で

ある。この地域では、本邦で頻用されている

START 法 や Hospital Incident Command 

System (HICS)などが考案されてきた。その中

で、CA Public Health and Medical Emergency 

Operations Manual (California Department of 

Public Health)には、即応対応が必要で災害対

応システムの立上げに関して、そのレベルとグ

レードを表している(図４)。 

 
図４ 即応対応システム起動レベルとグレード 

また、行政による地域への優先業務順位と

その復旧目標時間も作成されている（図５）。 

 

図 5 優先業務の暫定順位と復旧目標時間 

これらは災害時の医療政策の起動時期と規

模の目安となるものであり、医療政策を実行す

るには欠かせないものであると思われる。しか

し、これらを起動させるためには、前提となる

災害医療を地域で俯瞰できることが必要でも

ある。 

 

Ｅ．結論 

経済学者 P.F.ドラッカーの「人々が関心を持

つのは、最高のものではなく、一番わかりやす

いものである」という言葉にもあるように、災害

時の混乱と収集される膨大なデータを、現代

の技術であるデジタル化によって、わかりやす

くすることが重要である。また、わかりやすくす

るためには、災害医療では医学分野だけでな

く、地域文化、地理学、インフラストラクチャー、

物流など住民の生活を理解することも欠かせ

ない。そのためには、健康地理学を併用したグ

リッド・マッピング分析は有用なツールとなる。 

 

Ｆ．健康危険情報 なし 

 

Ｇ．研究発表  

学会発表： 

1. 中尾博之、 齋藤博則、 野崎哲、 家永慎

一郎、 渡邉曉洋、 平山雄浩、「地域を連

携させる医療存続計画(HBCP) 岡山県地

域医療 BCP 構築事業(OHBC)」、第 25 回

日本臨床救急医学会総会・学術集会、

2022.5、大阪市. 

2. 中尾 博之, 渡邉 暁洋, 平山 隆浩、「コロ

ナ禍における医療機関 BCP の改定と訓練

の工夫 Healthcare BCP のレジリエンス・

トライアングルを評価するパラメーター」、

第 25 回日本臨床救急医学会総会・学術

集会、2022.5、大阪市. 

3. 中尾博之、「地域医療に関する業務存続
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計画(BCP)の構築:岡山県でのモデル事業 

岡山県下におけるヘルスケア業務存続計

画構築事業(OHBC)について」、第 59 回日

本医療・病院管理学会総会・学術集会、

2022.9、岡山市. 

4. 中尾博之、「医療機関の BCP の考え方と

課題」、第 17 回日本プライマリ・ケア連合

学会九州支部総会・学術大会、2023.2、

熊本市.   

5. 中尾博之、渡邉曉洋、平山雄浩、「厚労科

研研究費助成金事業A-MACSによる多機

関連携体制の構築に関する考察」、 第 28

回 日 本 災 害 医 学 会 総 会 ・ 学 術 集 会 、

2023.3、盛岡市. 

6. 中尾博之、「新型コロナ感染症における業

務継続計画(BCP)の Resilience Curve によ

る解釈（主題関連セッション 11）」、 第 28

回 日 本 災 害 医 学 会 総 会 ・ 学 術 集 会 、

2023.3、盛岡市. 

 

教育講演・研修会開催： 

1. 中尾博之、「医療機関のＢＣＰの考え方と

課 題 」 、 香 川 県 BCP 研 修 会 (講 演 )、

2022.10.6、高松市（オンライン）.   

2. 中 尾 博 之 、 渡 邉 曉 洋 、  平 山 雄 浩 、 

ODMW in IBARA (主催)、2022.10.10、井

原市（岡山県）.   

3. 中尾博之、「Hospital BCP」、令和４年度

岡山県災害拠点病院医療救護要員研修

会 (企画・講義)、2022.12.11、岡山市.  

4. 中尾博之、「BCP 研修会」、岡山市内医師

会連合会(講義)、2023.2.15、岡山市.   

紙上発表： 

1. 中尾博之、災害対策の基本 災害対応マニ

ュアル、腎と透析、91（２）：200-3::2023. 

 

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 なし 
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令和 4 年度厚生労働省科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 
分担研究報告書 

 
小学校区グリッドに基づく A-MACS における医療支援体制への可視化による意思決定支援システムの開発 

 
研究分担者 渡邉暁洋 岡山大学学術研究院 医歯薬学域 災害医療マネジメント学講座 

（現兵庫医科大学 危機管理医学） 
 

研究要旨 

 災害時には、膨大なデータを扱う場面、かたや非常に少ないデータのなかで 必要な情報を限られた時間の

中、素早く正確に読み解く必要がある。災害対応者は、その限られた情報の中で、意思決定を行う必要があ

る。そこで災害時における医療対応を進めるための情報処理を効率的に行うためのツールの開発が求められ

ている。現在、広域災害救急医療情報システム(EMIS)や被災地情報を集約する情報システム(SIP4D、

D24H)、災害診療記録及び災害時診療概況報告システム(J-SPEED)などが災害時に活用され、災害時の情

報整理の一翼を担っている。 

本研究では、災害時における、医療提供体制を地域最小単位である小学校区において、医療機関や避難所

情報など、医療における需要と供給のバランスを是正する意思決定支援システムの開発を行うことを目的とし、

Google アプリで無料運用できる範囲において開発を行うこととした。システム開発の流れは、データの収集・蓄

積・統合から構成され、収集は Google Form、蓄積・統合は Google Sheets を用いた。またこれらの集計・分

析には計算式を入れた、Google Sheet を作成してデータベース化を行った。さらにこれらを意思決定支援シス

テムとするために Google データポータルに表示し可視化を行った。このようなシステムを、医療機関、小学校

区における災害対策本部とくに医療本部において活用することで、人的資源の少ない中、より効率的な支援計

画を作成することが可能となる。さらに各医療本部など記録されている時系列記録から業務の優先順位を決定

するシステムから業務を表示させることでより具体的な支援内容の決定に寄与できる。 

今後は、情報管理と意思決定支援システムは誰でも使用でき、使用場面でカスタマイズしやすい、クラウドシ

ステムで開発されてそれらを継続的に使用していくためサーバー機能も必要である。 

 
Ａ．研究目的 
 医療機関の被災状況を知ることはその地域の医療

対応計画の策定には必要不可欠である。被災地域

における医療機関の役割分担や、支援配分を判断

する際には、医療機関ごとの被災状況を素早く情報

収集し、集計分析、可視化し、意思決定につなげる

必要がある。そこで医療機関ごとの収集すべき被災

報告項目の抽出、報告項目の集計、集計項目の可

視化のシステム化を行った。 

そこで、医療機関ごとの収集すべき被災報告項目

の抽出、報告項目の集計、集計項目の可視化を行っ

た。更に被災地域の医療需要の一要因としての避難

所の状況把握として、避難所アセスメントシート、避

難者が避難所受付時に記載する避難者カード、体調

チェックシート作成を行った。これらを受けて本研究

では、被災地域の小学校区における医療提供情報と

被災者医療ニーズ情報の一部を集約し、医療機関

の役割分担や医療支援配分の判断に結びつけるこ

とのできる可視化情報のシステム化を目的とし昨年

度作成を行なってきた。 

本年度は、さらに病院の規模により被災状況報告

項目や位置情報は適宜変更される場合があるため、

より自由度の高い質問票を作成する必要がある。被

災状況報告フォーマットを作成し、病院の部署ごとの

集計、病院ごとの集計、小学校区での医療機関の集

計しそれらを可視化し、また、活動場所などでの時系

列記録から業務優先度判定結果（竹内分担研究）を

具体的な業務優先順位をポータルサイトに表示する

ことで、よりきめ細やかなで具体的な地域での医療

対応計画の意思決定支援が可能となることを目的し

システムの開発を行った。 

 
Ｂ．研究方法 
 災害時における医療機関の被災状況の収集蓄積

統合を行うために、Google Sheet にて質問項目の作

成を行いそれを Google form に取り込み、被災状況
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の入力フォームの作成した。Google Deta Portal や

Google Map を用いて集計項目の可視化を行った。可

視化を行う際には Google Map を用いているが、小学

校区を分けるために、自治体からのポリゴンデータを

用いて表示を行った。被災状況の入力フォーム、そ

れらを表示するために１次的にポータルサイトを作成

し、医療機関ごとのダッシュボード、学区ごとの

MAP、基礎自治体の MAP を表示させた。 

 
 
Ｃ．結果 
Google Cloud を使用しすることで無償にて可視化に

至ることができた。Google Sheet に質問項目フォーマ

ットを作成し、フォーム作成ボタンにより Google Form

へ取り込み被災状況入力フォームを作成した（図

１）。被災状況入力 Form として Google Form を用

い、場所と被災状況、自由記載可能な報告 Form を

作成した（図 2.3.4）。入力されたデータは Google 

Sheet に蓄積されデータベース化される（図５）。入力

されたデータより、医療機関の診療機能に影響する

項目、スタッフの負傷者、患者負傷者、インフラストラ

クチャーである電気・水の障害、建物の破壊、倒壊の

危険、火災の発生、浸水の発生、通信手段の可否の

項目を選定し、フラグをたて、被災状況を点数化した

（図.6）。これらフラグを立てた被災状況項目をそれぞ

れ建物被害関連は 100 点、それ以外の被災項目を

10 点として点数を医療機関ごとに合計し医療機関の

被災状況評価として集計を行った（図.７）。医療機関

ごとの詳細な被災状況報告集計は、ダッシュボートと

して可視化を行い、医療機関の災害対策本部で閲覧

をできるようになっている。報告の割合、直ちに対応

をしなければいけない項目、それらがどこで起こって

おり、どのような被災に対応すべきなのか、直感的に

理解でき、災害対策本部で対応計画を立てる要員の

意思決定の一つの要因となり得る（図.8）。医療機関

の被災状況の点数を小学校区ごとで集計することで

小学校区ごとの医療機関の被災状況を把握すること

ができ、どの小学校区の被災が大きいかを集計した

（図.9）。また、医療機関ごとの被災状況図８の結果よ

り位置をマッピングし可視化するために被災の大きさ

を円の大きさとし、色を支援の緊急性が高いものを

赤色、次に緊急性が高いものを黄色として緊急性の

ひく被災を青色として表示を行った。また、小学校区

のエリアを分けるために基礎自治体の持っているポ

リゴンデータを用いて小学校区の表示を行った

（図.10）。各医療機関の被災状況を集計したデータ

図.9 の結果を用いて小学校区の医療機関の被災状

況を集計して、集計結果を被災の大きさを円の大き

さとし、色を支援の緊急性が高いものを赤色、次に緊

急性が高いものを黄色として緊急性の低い被災を青

色として表示を行った（図.11）。これらにより、医療機

関の部署ごとの入力から、小学校区それぞれの医療

機関の被災状況集計と詳細被災状況の確認が可能

となる。それらを集計することで小学校区ごとの集計

を地図上で見ることができる。それらを操作するため

のポータルサイト立ち上げ、広域自治体、基礎自治

体、医療機関ごとに確認することができるようにし、

災害の規模や医療対応活動における活動場所によ

って欲しい情報にアクセスしやすいサイトを立ち上げ

ている（図.12.13.14）。さらに活動場所の時系列記録

から業務優先度判定を行った結果をリアルタイムに

ポータルサイトに掲示することができる（図.15）。 
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図１.Google Sheet による質問項目のフォーマット 

 

図２.Google Sheet より作成した被災状況入力

Google Form（建物） 

 

図３.Google Sheet より作成した被災状況入力

Google Form（建物階数） 
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図 4.Google Sheet より作成した被災状況入力

Google Form（被災状況入力項目） 

 

 

図 5. Google Form 入力後のデータベース 

 

 

図 6. 被災状況評価のための評価フラグ 

 

 

図 7. 医療機関ごとの被災状況フラグによる評価 

 

 

図 8. 医療機関ごとの被災状況ダッシュボード 

 

 

図 9. 小学校区ごとの医療機関被災状況集計 

 

 

図 10. 小学校区における医療機関ごとの被災状況 
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図 11. 小学校区ごとの医療機関被災状況集計 

 

 

図 12. 被災状況ポータルサイト都道府県 

 

 

図 13. 被災状況ポータルサイト広域自治体 

 

 

 

図 14. 被災状況ポータルサイト広域自治体 

 

 

図 15. 時系列記録（クロノロジー）による業務優先度

結果の表示 

 

Ｄ．考察 
Google Sheet に質問項目フォーマットを作成し、

Google Form へ取り込むことにより自由度の高い入

力フォームの作成を行うことができるようになってお

り、病院の規模や位置情報や建物情報などを容易に

修正することができ汎用性の高い被災状況入力フォ

ームを誰でも作成することができた。医療機関の被

災状況フォームだけでなく、避難所や薬局、介護施

設などの被災状況把握について汎用性の高いシス

テムであると考えられる。 
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被災状況集計に関しては、今回はシンプルに病院

機能の維持という視点たち、建物被害、インフラ被

害、人的被害に絞った。しかし、医療提供は、これら

被災状況と人的資源、物的資源、それらを補う資源

などが複雑に絡み合うため、それらを含めた、被災

状況を点数化し複雑な関数や計算式を組み込むこと

が必要である。Google Sheet 上でも、使用できるデ

ータと計算式や関数に制限があったため、Google 

Sheet API などの使用がより高度なシステムを構築

するために必要であると考えられる。 

Google MAP を使用しマッピングと可視化を行っ

た、これらを一つの地図上に表示することも可能であ

り、被災地域の状況が地図上で確認することができ

る。地図上データを医療機関レイヤーや薬局レイヤ

ー、避難所レイヤーなどに分けることで必要な情報

のみを確認することもできる。また、基礎自治体の持

つポリゴンデータも変更し、地区の分け方を変更した

いなどの要望にも容易に対応するためには Google 

MAP API の機能を活用することで、自動でよりリア

ルタイムな集計結果を表示することが可能となる。今

回は、一時的なポータルサイトを作成し、そこへ

Google Cloud 上に置いているデータを表示させた

が、継続的な使用のためには、簡単なサーバーの機

能を持つ必要がある。 

 
 
Ｅ．結論 

 災害時には、資源に限りがある中、効率的な意思

決定をサポートするシステムは、災害対応を効果的

に実施する上で重要である。災害時には、資源に限

りがある中、効率的な意思決定をサポートするシステ

ムは、災害対応を効果的に実施する上で重要であ

る。Google のシステムは、小学校区の被災状況やそ

れらを可視化するための基礎システムとして効果的

な機能を有している。より高度なシステム管理や、よ

り高度な計算システムの構築、継続的なシステム運

用を考慮する際には、API や、ビックデータを扱える

ようなシステム導入、ホストサーバー機能を有してい

く必要がある。本システムは、小学校区での医療提

供体制を構築し、業務計画の支援をするための一助

となり、より地域密着の医療支援に貢献することがで

きる。さらに、汎用性の高いシステムでもあるので、

保健医療福祉に関わるすべての分野での発展も期

待できる。 

 
Ｆ．学会発表 
1．渡邉 暁洋，平山 隆浩，中尾 博之：一般演

題，：小学校区グリッドに基づく A-MACS における医

療支援体制への可視化による意思決定支援システ

ムの開発，第 28 回日本災害医学会総会・学術

集会，岩手，2023 年 

 
G．参考資料 
広域災害救急医療情報システム
https://www.wds.emis.go.jp/ 

J-SPEED 情報提供サイト 
https://www.j-speed.org/ 
基盤的防災情報流通ネットワーク 
https://www.sip4d.jp/ 
 
Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 なし 
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

研究分担報告書 

 

クロノロジー（活動記録表）を利用した業務優先度の分析システム 

 
研究分担者  竹内孔一 （大）岡山大学学術研究院 自然科学学域 准教授 

 
 

 

研究要旨：大規模災害時における地域の災害医療活動能力の資源の再配分を行うにあたり、時々刻々と

発生する業務の優先度を適切に判断することは最適な資源配分を実施する上で重要な課題である。本研

究では災害時における活動記録であるクロノロジーが入力された場合に，内容から優先度を付与する数

理モデルの構築と Google のシステムと連動して動作するシステムを開発した。方法: 災害時の保健医

療調整本部等で記録されるクロノロジーの優先度を、昨年度の経験を踏まえて新たに約 2000 件のデー

タを人手で分析する。新規に分析したデータを追加して複数の最適化モデル（識別モデル）を適用して、

優先度を推定する最も適切なモデルと方法を明らかにする。作成したモデルをシステムとして、組み込

んで Google のシステムと連動したシステムを構築する。結果: （1）人手による分析の結果、クロノロ

ジーに含まれる優先度の高いものは全体の約 1%、中程度のものは約 8%であった。（2）優先度の高い

業務の識別にはニューラルネットワークを用いた手法が高い精度を示した。(3)Google のドライブと連

携することで、携帯やパソコンからクロノロジーを入力することができる枠組みを提示した。特に、ニ

ューラルネットワークは他のモデルに比べて再現率が高いことが明らかになった。まとめ: 本研究結果

により災害時においてクロノロジーの入力は Google シートで可能なこと、入力されたクロノロジーに

対して業務の優先度を判定して他のシステムと連携できることを示した。 

 

研究協力者 

孝壽 真治：岡山大学工学部情報系学科 4 年 

石澤 哉子：岡山大学大学院非常勤研究員 

齋藤 由美：岡山大学大学院非常勤研究員 

 

Ａ．研究目的 

 背景: 大規模災害時に地域の災害医療活動の

資源を再配分する際には、発生する業務の優先

順位を適切に判断し、最適な資源配分を実施す

ることが重要である。保健医療調整本部や病院

等の災害対策本部で災害時において発生する業

務の断片がクロノロジー1)として記録されてい

る。クロノロジーには負傷者などの患者に関す

る優先度の高い業務から連絡事項など優先度の

低い業務まで含まれていることがわかる。現在、

こうした業務の優先度判定は、災害対策本部で

人により判定し、医療活動の資源の配分をして

いる。被害状況と機能している医療機関の状況

を勘案した判断は、デジタル化した情報を最大

限に利用することで最適化モデルが適用可能に

なり、より現場の状況に即した判断が期待され

る。 

本研究の目的は現段階でデジタル化されてい

るクロノロジーを利用して、優先度判定するも
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っとも適切な最適化モデル（識別モデル）を構

築することによって、業務の優先度を判断する

システム構築に向けたモジュールの構成につい

て考察することである。 

以下では、まずクロノロジー優先度推定モデ

ルの構築実験について記述し、優先度を識別す

るシステムについて記述する。 

 

Ｂ．研究方法 

クロノロジー推定モデルを構築するために、

分析データを追加し、推定実験により最適な識

別モデルを決定する。優先度として、昨年度検

討した結果から表 1 に示すように重要度と緊急

度の観点から 3 段階に設定した。 

 

表 1. 優先度を判定する基準 

分類 判断する基準 

高 重要かつ緊急度が高い内容 

人の生命に関わる内容は重要度が高い 

中 重要または緊急度のどちらか一方が高

い内容 

低 上記のどちらでもない内容 

 

各クロノロジーに対してこの 3 段階を付与す

ることで、優先度を提示する。新たに約 2000

件のクロノロジーを追加した昨年度付与したデ

ータに対して、再度人手で優先度を分析したデ

ータを作成する。次に分析データに対して、複

数の識別モデルを適用して推定精度を測定する。

これにより、識別モデルがどの程度有効に働く

かを明らかにする。 

識別モデルとして深層学習モデル 3)を利用す

る。文章を深層学習モデルに入力するベクトル

化の手法として bag-of-words 形式 (以降 BOW

と表記) 4)または BERT5) を適用する。識別モデ

ルは 3 層ニューラルネットワークを利用する。

図 1 に示すように組み合わせとして 3 種類の識

別モデルを構成する。 

 

図 1. 深層学習を利用した優先度識別モデル 

 

図 1 中の Linear は 1 層のニューラルネットワ

ークを表しており、括弧内の数字は内部のユニ

ット数を示す。文のベクトル化手法として 

BOW モデル、BERT モデル、BOW+BERT モデ

ルの 3 種類を仮定する。これらの違いにより異

なる識別モデルを構成する。 

BOW モデルで文を形態素解析して単語のベ

クトルに変換する。具体的には形態素解析には

固有表現が多く登録されている Neologd 辞書 6)

を用いた MeCab7)を適用する。BERT モデルで

はトークンに分割された後、大規模なテキスト

データで事前学習した重みをもとに文を 768 次

元のベクトルで表現する。 

下記の表 2 に示すように、優先度「高」およ

び「中」が極端に少ないデータである。そこで、

上記の学習の際に、誤差評価関数において、「高」

および「中」をより重視するように学習関数を

変更した。 

識別モデルの学習には学習データが必要であ

る。優先度を付与した分析データの 6 割を学習

データに設定して 2 割を開発データ、さらに 2

割をテストデータとして評価に利用する。 
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（倫理面への配慮） 

本研究では、被災者の個人情報を利用してい

ない。ただし、研究を遂行する上で、倫理的側

面を充分に配慮しながら実施した。なお、本研

究分担者・協力者は、研究分担者と同じ組織に

所属している。 

 

Ｃ．研究結果 

１．クロノロジーの優先度分析データ 

 新規のデータをも含めてクロノロジーに対し

て再度優先度を付与した結果を合計した分析デ

ータについて表 2 に分布を示す。 

表 2. 学習データとテストデータの分布 

クラス 
学習 

データ 

開発 

データ 

テスト 

データ 

全体 

高 22 14 12 48 

中 211 85 79 375 

低 2444 794 802 4040 

合計 2677 893 893 4463 

 

表 2 の集約したデータの内訳を見ると、優先

度「高」は 1%（48 件）、優先度「中」は 8.4% （375

件）であった。よって、優先度を付与すること

は多くの優先度が低いクロノロジーの中から高

いもの取り出すことを意味する。そこで、識別

モデルの評価の際には、優先度が「中」以上の

識別能力を重視してモデルを考察する。 

 

２. 識別モデルによる優先度推定実験の結果 

 各識別モデルを用いてテストデータの優先

度を評価する手法して適合率、再現率、F 値を

利用する。それぞれの評価式は下記のように定

義する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クロノロジーの中で重視するものは優先度が

高いものである。そこで、全体の精度ではなく、

優先度「高」「中」「低」の各クラスに対する識

別能力を表 3 から表 5 にそれぞれ示す。 

 

表 3. 「高」クラスの適合率、再現率、F 値 

モデル 適合率 再現率 F 値 

BOW 0.33 0.17 0.22 

BERT 0.13 0.92 0.23 

BOW+BERT 0.27 0.5 0.35 

 

表 4. 「中」クラスの適合率、再現率、F 値 

モデル 適合率 再現率 F 値 

BOW 0.30 0.30 0.30 

BERT 0.35 0.19 0.25 

BOW+BERT 0.33 0.46 0.38 

 

 

 表 3 の結果では「高」クラスの識別では

BOW+BERT モデルが F 値で最も高い値を示し

た。内訳をみるとモデルにより特性が異なって

おり、適合率ではBOWが最も高い値を示した。

一方、再現率では BERT は 0.92 と高い値を示し

ているが適合率が低い。BOW+BERT で再現率

は 0.5 であり適合率も 3 割を切るぐらいである

ことがわかる。 

 次に、表 4 の「中」クラスの分類結果を見る

と、同様に BOW+BERT モデルが F 値で最も高
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い値を示した。適合率と再現率を他のモデルと

比較すると、BERT モデルに対して適合率が若

干劣るものの、再現率がモデルの中で高く、有

効であることがわかる。本研究の目的である優

先度判定システムは最終的にシステムが推定し

た優先度を人が判断して利用することを仮定し

ている。このような枠組から再現率の高いモデ

ルの方が利用価値が高いと考えられる。 

 

Ｄ．考察 

 深層学習モデルは学習データの量と質により

その精度が変わることが知られている 3)。今後

実用化に向けて、さらに学習データを追加した

場合にもより安定して高い識別精度を得るため

に、改善手法を考慮しておくことは重要である。

そこでまず、さらなる改善手法ついて考察する。

次に、優先度識別モデルを実際の災害医療で利

用するためにクロノロジーの入力部分からシス

テムとして構築する必要がある。よって優先度

推定システムについて論じる。 

 

１．優先度識別の精度向上に対する考察 

1) モデルの拡張可能性 

 上記で提案した優先度を推定する問題をクラ

ス分類問題としてモデル化した。しかしながら

「高」の分類を「中」と誤識別する場合と「低」

と誤識別する場合では大きく異なる。この異な

りを深層学習において誤差評価関数に取り込む

ことで、精度を向上させる手法が提案されてい

る 3)。順序回帰と呼ばれるモデルで、複数の手

法が提案されており、さらなる精度向上手法と

して適用を検討したい。 

 また、実験で用いた BERT は日本語 Wikipedia

を前もって学習した事前学習モデルであるが、

計算機環境の制約から Small という小さいサイ

ズ (12 層) のモデルを適用した。しかしながら、

BERT には Large というネットワーク層が大き

な学習済みモデル (24 層モデル) が配布されて

おり、利用した場合に精度の向上が見込まれる。

近年 GPT-38)など巨大な言語モデルが高い精度

を示しているためより豊かな計算機環境が利用

可能な場合には適用を検討したい。 

 

2)  トークン化における拡張可能性 

 クロノロジーの文書に対して、識別モデルで

分類する際に、文書をベクトル化する必要があ

る。BERT では 32000 種類のトークンに分割さ

れるがこれは単語数よりも少ないため、専門用

語が不用意に分割されてしまうことが知られて

いる。下記の図 2 にトークン化による分割例を

示す。 

 

 

図 2 トークン化による専門用語の分割 

 

図 2 では「透析」が「透」と「析」に分割され

ており、「AED」が「AE」と「D」に分割されて

いる。「透析」などの専門用語は該当の患者の搬

送に関して優先度は「高」とすべき内容である。

よってこうした専門用語を確実にベクトル化で

きると識別精度は向上すると考えられる。BERT

ではこうした用語が分割されるため、単語その

ものをベクトル化する BOW モデルが役立つこ

とが予測される。しかし現在の BOW では一般

の単語と専門用語を同様に扱っているため明示

的に専門用語の情報を取り込んでいない。今後

こうした用語の扱いをうまくモデル化すること

ができれば、より識別精度が向上することが期
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待される。 

 

２. Google スプレッドシートを利用したクロノ

ロジー入力と優先度推定システム 

 

 優先度推定モデルを利用して Google スプレ

ッドシートを利用した優先度推定システムを構

築する。本研究で扱っているクロノロジーは下

記の図 2 のように表形式のデータとして集約さ

れている。 

 

 

図 2: 本研究で利用したクロノロジーの例 

(文書は一部伏せ字に置換している) 

 

そこで、表形式のデータを共有できる Google

スプレッドシートにクロノロジーのデータを入

力することを想定する。Google スプレッドシー

トはパソコンや携帯電話から編集可能であり、

かつデータが Google ドライブ上にあるため、

インターネットに接続さえできれば利用できる

特性がある。 

 Google スプレッドシートは Google ドライブ

上のファイルとして存在するため、Google ドラ

イブにアクセスすることができればシートに入

力されたクロノロジーのデータを取り込んで優

先度識別を実行して、優先度情報を付与したデ

ータを生成することができる。このシステムの

全体構成を図 3 に示す。 

 図 3 ではユーザは携帯またはパソコンを通し

て Google スプレッドシート上にクロノロジー

を記述する。ある程度記入したのち、Web サイ

ト上にある管理サーバの画面で作成したクロノ

ロジーに対する優先度計算を実行する。この 

 

 

図 3: Google スプレッドシートを利用したクロ

ノロジー優先度識別システム 

 

計算は管理サーバが Google ドライブ上のシー

トにアクセスして、優先度推定サーバにデータ

を送り、深層学習による推定を実施して、結果

を Google ドライブ上にスプレッドシートとし

てアップロードする。このアップロード先は

Google ドライブとアカウントが設定されてい

れば自由に選択できるため、Google の機能を利

用した他の表示システムに連携することが容易

となる。 

 

Ｅ．結論 

災害時において記録されるクロノロジーを利

用して記載内容における業務の優先度を推定す

るシステムを構築した。システム構築のために、

まず優先度推定モデルを深層学習モデルと人手

で優先度を分析したクロノロジーを利用して構

築した。複数の識別モデルを設定して優先度推

定実験を行い、適切な適用手法について考察し

た。その結果、（１）優先度の「高」「中」を分

類するシステムとして BOW+BERT モデルがバ

ランスのとれた精度を示した。優先度推定モデ

ルを利用して、優先度を推定するシステムを

Google シートを利用して構築し、実際に動くこ

とを確認した。これにより、現状では災害対策
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本部で対応する人がホワイトボートに記録して

いたクロノロジーを発信者が直接電子化して入

力する枠組みを提供することができるようにな

った。Google スプレッドシートは携帯からも入

力および操作が可能になるので、携帯電話が接

続可能であれば利用できる特徴がある。この結

果からクロノロジーを電子的に扱うことが容易

になり、優先度計算も利用できることから提案

システムにより災害時においての対策本部の情

報整理に役立つことを示唆している。 

なお、本システムを実際に利用するには深層

学習を利用した推定モデルを動かすために大き

な GPU（メモリ 32Gbyte 以上）を搭載したサー

バ上が必要になる。 
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分担研究報告書 

 
停電時の医療機関及び在宅医療の生命維持管理装置運用の課題 

 
研究分担者 平山隆浩 岡山大学学術研究院 医歯薬学域 災害医療マネジメント学講座 

（現 岡山大学学術研究院 医歯薬学域 地域二次救急・災害医療推進講座 助教） 
 

 
研究要旨 
 大規模災害時の停電による医療提供の課題は大きい。特に人工呼吸器などの生命維持管理装置は電源が

遮断されると、装置が停止してしまうため時間の猶予がない。2018 年の北海道胆振東部地震では、災害拠点

病院でも想定以上の電力需要により、非常電源の燃料が不足する事例があった。ましてや整備が手薄な非災

害拠点病院では、非常電源の容量が不十分なところが多いのが現状である。また、在宅人工呼吸器装着患者

の災害時対応では、避難所に生命維持管理装置用の電源がないことや、病院への受け入れ体制が確立でき

ていないという課題がある。災害発生時に効率的に対応するためには医療機関の医療機器、インフラの需給バ

ランスの動的データなどの情報の把握、在宅医療などの現状を踏まえた地域ごとの自治体、医療機関などのス

テークホルダーの連携及び訓練が重要である。 
 
Ａ．研究背景 
 災害は激甚化している。2018 年に発生した北

海道胆振東部地震では、広範囲に長時間の停

電が発生し、医療継続が危ぶまれた医療機関が

発生した。そして、自家発電など平時からの備え

が重要であることの認識を大きくした。診断や治

療を行う上で、医療機器はなくてはならない。そ

のために電気は必要不可欠であり、停電が医療

に与える影響は甚大である。災害拠点病院では

非常電源を平時の 60%の電力を 72 時間維持

できるだけの備えをすることが求められている。

一方で、非災害拠点病院では非常電源の電力

の基準はなく、各医療機関に備えは委ねられて

いる。  
 停電は発生し、最も致命的になりうる生命維持

管理装置の一つに人工呼吸器があり、非災害拠

点病院の中小病院含め、多くの医療機関で使用

されている現状がある（表 1）。 
 

表 1．一般病床・療養病床を有する病院におけ

る人工呼吸器等の取扱台数の推定 1）

 
 
 
大規模停電時に人工呼吸器のような高度医療

機器の対応を行うためには、臨床工学技士のよ

うな専門職が各医療機関に必要不可欠である。

しかし、厚生労働省による令和 3 年度の病床機

能報告では、臨床工学技士の病院での雇用割

合は全国の病院で 43％、二次救急病院で 64％

となっており、災害時のみならず平時の医療安

全を担保する体制が不十分な施設がある 2）。 
 さらに医療は在宅へシフトしており、停電時の

在宅人工呼吸患者の対策や、病院での受け入

れ体制の構築などが課題となっている。 
 今回、医療機関や在宅医療で停電時に生命維

持管理装置を運用する際の課題の抽出と検討

を行った。また、本 A-MACS 研究としてダッシュ
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ボードに表示、解析することが必要な要素の検

討を行った。 
 
Ｂ．研究方法 
１．北海道の災害拠点病院及び、在宅医療事業

者へのヒアリング及び論文・報告をもとに課題を

抽出した。 
 
２．厚生労働省にて行われた調査、「病院におけ

る災害対策に関わる設備状況等について」3）か

ら、災害時に患者を受け入れる可能性がある二

次救急病院を抽出し、停電時における緊急度が

高いと予測される人工呼吸器を使用することを

想定して、インフラに関わる項目、病院機能など

のリスクを算出した。 
Ｃ．結果 
1．北海道胆振東部地震の事例 
 2018 年 9 月 6 日（木）午前 3 時 7 分、北海道

胆振東部地震が発生し、苫東厚真火力発電所

の停止を発端として、道北、函館で停電が発生

した。さらに、午前 3 時 25 分に本州からの電力

が停止し、ブラックアウトが発生した。 
 調査した札幌市内の災害拠点病院では、近隣

3 施設から 2 日間で 195 人の透析患者を受け

入れた。非常時用電力は災害拠点病院として

72 時間の対応能力を備えていたが、他院から

の紹介や在宅患者のバックアップなど、想定より

電力需要が増えたため、急遽燃料重油の補給

が行われた。そのほか、患者の避難対応などの、

災害時患者受け入れのシステム作りやマニュア

ル作成が必要であった、と指摘している 4）。 
 また、北海道札幌市の医療法人では、対象と

する在宅患者が 190 名おり、そのうち 156 名が

在宅人工呼吸器を使用していた。そのなかで 38
名（24％）が生命維持装置として 24 時間人工呼

吸器を使用していた。残る 118 名（76％）は就寝

時のみに人工呼吸器を利用する患者であった。

これらの患者は、人工呼吸器以外にも喀痰吸引

器、機械式排痰補助装置、酸素吸入器など多く

の医療機器を日常的に用いて生活しており、そ

れらはすべて電源を必要としているため、電気

依存度が高かった。停電の長期化に伴う電源確

保のために避難入院した在宅患者は 41 名で、

うち 29 名が 24 時間の人工呼吸器患者であっ

た。これら在宅患者の受け入れをした医療機関

は 16 施設であった（内災害拠点病院は 33％）。

これら多くの医療機関は、非常電源を稼働させ

ながら患者対応にあたっていた。在宅医療患者

の病院への避難時の課題として、病院への避難

の指示が出された。しかし、病院側の受け入れ

体制が整っておらず、入院を断られた事例も発

生しており、非常時の避難先や入院打診方法を

事前に検討しておく必要性が再認識された。他

の電源確保手段については、日頃から利用して

いる事業所や知人・親戚宅に身を寄せた在宅患

者が 12 名、医療機器のみを自宅以外の場所で

充電して賄った在宅患者が 38 名にのぼった 5）。

一方、電源が確保できる場所の情報は SNS 上

などで誤ったものが流れるなど、混乱した。 
 
２．二次救急医療機関の設備等における課題の

抽出 
 厚労省の調査によると、調査対象施設数は

8,175 施設で、そのうち 3,414 施設が二次・三次

救急医療施設であった（内災害拠点病院 836 施

設）。 
非常電源は多くの医療機関で保有をしている

（図 1）。しかし、平時の消費電力に対する蓄電

容量や、水害時を想定した発電機設置場所の検

討については、評価できない。 
 また、在宅医療患者数の把握がなされておら

ず、停電時の病院への避難が可能か否かを判

断するための体制も不足している（図 2）。加え

て、在宅人工呼吸器の災害時対応は個々の医

療機器製造販売業者によって依存されている場

合もあるために、情報が共有できない課題もあ

る。 
 災害時にこれらのような情報を取り扱う上では、

情報の電子化およびインターネット通信は必要

不可欠であるが、災害時にインターネットが使用

できる医療機関は限定されている（図 3）。 
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図 1．自家発電の有無 

 
 

 
図 2．在宅人工呼吸患者の安否確認の体制の

有無 
 

 
図 3．災害時に使用できるインターネット回線の

有無 
 
Ｄ．考察 
 これまで、病院での災害対応は災害拠点病院

にフォーカスして行われていた。しかし、北海道

胆振東部地震の災害拠点病院では、医療資源

を多く必要とする透析患者の治療が行われるな

ど、医療ニーズの増加によって非常時用電力を

想定外に使用した。大規模災害時の患者数の

増加を想定し、災害拠点病院のみならず、地域

の二次救急病院でも医療を維持し、患者を受け

入れるための体制作りが重要と考える。 
 在宅医療では、2013 年から患者数が気管切

開下陽圧人工呼吸装着者で約 1.5 倍、非侵襲

的陽圧人工呼吸器装着者で約 1.3 倍へと増加

している 6）。また、恒常的に医療的ケア（人工呼

吸管理、喀痰吸引、その他医療行為）を受けて

いる児童は、年々増加している 7）。北海道で調

査結果では、24 時間在宅人工呼吸療法が必要

な在宅患者は電源が必要なため、病院への避

難が必要な場合がある。しかし、①現状では受

け入れ体制は不十分であり、②人工呼吸器の医

療機器製造販売業者に平時から緊急時対応を

依存しており、③災害時に在宅患者の状況を把

握するためのツールが存在しない、などの課題

がある。 
 今後は個別避難計画から受け入れ先の調整

を事前に行ない、データの電子化や、在宅から

情報を発信できるような仕組みを用いて、医療ニ

ーズの把握及び資源の分配を検討する必要が

あると考える。 
 
（電源確保の課題） 
 厚労省の調査によると非常電源はほとんどの

医療機関に配置されている。しかし、「非災害拠

点病院」の燃料の備蓄量は義務づけられてはな

いが、「災害拠点病院」については、３日分程度

の備蓄が定められている。非災害拠点病院では

電源を確保している病院は 30％未満であり、1
〜3 日分の燃料備蓄しかない病院が全体の

23％、10 時間未満しか燃料備蓄をしていない病

院が 26％であった 8）。燃料貯蔵タンクの拡張が

解決策となりえるが、用地や資金確保が困難な

ために諦めざるを得ない病院が多いと報告され

ている 8）。 
 大規模災害時には、災害拠点病院のみでは患

者対応が困難であるため、二次救急医療機関に

おいても大規模停電時の受け入れ体制の構築

が必要である。また現状は大規模災害が発生し

てから各医療機関が病院内の電力状態を調査

し、広域災害救急医療情報システム（EMIS）に
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入力しているが、情報取得までに時間がかかり、

正確性にも課題がある。電力状況をリアルタイ

ムに情報把握できる仕組み（図 4）や、平時から

の停電時シミュレーションを行うことが必要と考

える。 
 

図 4．動的なデータを使用した管理のイメージ 
 
 例えば大阪府では、約 750 人の人工呼吸器

使用の在宅患者がおり、災害対策として個別災

害対策の策定・推進に取り組んでいる。2020 年

1 月に大阪府在宅患者災害時支援体制整備事

業により府内の訪問看護ステーションをブロック

分けし、44 カ所に簡易発電機 88 台、蓄電機 88
台、医療資材が設置された。また、災害時に発

電機や医療機器を安全に使用するための研修

や訓練を自治体、医師会、大阪府臨床工学技士

会など多機関で開催し、地域全体で支援の体制

構築に取り組んでいる 9）。 

 これらのような活動を通して、地域ごとのニー

ズや資源に沿った個別避難計画の策定や、病

院への避難体制の構築などが行われていく必要

がある。このような災害対応体制構築のための

予算確保や臨床工学技士による管理に係る診

療報酬の改定は、安全性の向上や持続可能な

事業にするための仕組みづくりとなるであろう。 

 
（通信の課題） 
 災害時は様々な情報をインターネットで共有し

ているが、厚労省のアンケートによると、「停電

時に使用できる回線を有している」と答えた医療

機関は少ない。災害拠点病院では、衛星電話を

有しているが、老朽化に伴い快適な回線速度を

維持することが困難な場合もある。 
 次世代の衛星通信システムなどへの更新が必

要である。 
 
Ｅ．結論 

 北海道胆振東部地震では、長時間の停電が発

生した。生命維持管理装置を使用する患者は、

電力依存が高いため、災害拠点病院のみならず、

地域の医療機関でも受け入れられるような対策

が必要である。それには、各医療機関の電力需

給や残量の見える化、個別避難計画に基づく患

者情報のマッピングと事前の医療機関との連携

が必要と考える。今後は IoT やデジタル化した

データを用いた情報収集システムの構築及び、

A-MACS への搭載を行なっていきたい。 
 
Ｆ．学会発表 
1．平山 隆浩，渡邉 暁洋，中尾 博之：一般演題，

在宅医療における災害時の課題と対策の検討：

厚生労働省研究 A-MACS の取り組み，第 28
回日本災害医学会総会・学術集会，岩手，2023
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令和４年度厚生労働科学研究費補助金（地域医療基盤開発推進研究事業） 

数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システムの解析（中尾博之研究代表者） 

研究分担報告書 

 

防災計画・地域医療計画と病院業務存続計画との関連に関する研究 

研究分担者  伊藤弘人 （独）労働者健康安全機構 本部研究ディレクター 
（現東北医科薬科大学医学部医療管理学教室 教授） 

              （Healthcare BCP コンソーシアム） 
 

研究要旨：国や自治体が策定する防災計画・地域医療計画と病院が策定する業務存続計画は、主体が異

なるために独立して整備が進められてきた。本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と病院業務存続

計画との関連性や可能性を模索するために、災害の高齢者への影響の分析と日米での取り組み事例の収

集に基づき、我が国で求められる地域医療の在り方を考察することである。方法：調査初年度の研究成

果に関する有識者による議論を通して、災害に強い地域づくりに寄与する病院に関するフレームワーク

を開発した。結果：開発したフレームワークは、（１）病院内の事業継続計画（基盤的な医療の提供と

被災地外からの支援の受け入れ）、および（２）病院外における減災のための病院マネジメント（医療

介護連携の強化とインフラやコミュニティマネジメントの促進）から構成された。まとめ：本研究結果

は、病院が平時の診療活動での工夫によって、いかに災害への備えのハブ組織にいかに能動的な役割を

担うことができるかを示している。 

 

研究協力者 

丸山嘉一：日本赤十字社災害医療統括監

（Healthcare BCP コンソーシアム） 

野口英一：戸田中央医科グループ災害対策特別

顧問（Healthcare BCP コンソーシアム） 

有賀徹：労働者健康安全機構理事長 

（Healthcare BCP コンソーシアム） 

 

Ａ．研究目的 

 病院の業務存続計画（Business Continuity 

Plan: (BCP)とは、災害などの緊急事態が発生し

たときに、組織の損害を最小限に抑え、事業

（業務）の継続や復旧を図るための計画を意味

する。なお、一般に事業は営利目的を、業務は

非営利目的の活動を指すため、本報告書では「業

務」という語を用いる。我が国では、2005 年か

ら、民間事業者向けの BCP の策定が、情報セキ

ュリティ分野（経済産業省）や地震を想定した

全般的ガイドライン（内閣府）などで始まった。

2013 年の災害対策基本法改正で全般的ガイド

ライン第 3 版（内閣府）が示されたものの、医

療組織で業務存続が意識されるようになったの

は災害拠点病院での BCP 策定が義務化された

2017 年度からである。 

 一方、国や自治体が進める防災計画は、災害

対策基本法制定（1961 年）に始まり、2013 年

の改正では、避難行動要支援者名簿が規定され、

また地区防災計画制度も整備された（スタート

は 2014 年度）。 

 注目すべきことは、病院などでの個別組織の
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BCP と、国や自治体が策定する防災計画は、主

体が異なることから、独立して整備が進められ

てきたことにある。災害時にはどちらも運用が

開始されるため、日ごろから連動・連携がなさ

れれば相乗効果が期待できそうであるが、これ

まで両者の関係を考察することは稀であった。 

本報告の目的は、防災計画・地域医療計画と

病院業務存続計画との関連性や可能性を模索す

るために、災害の高齢者への影響の分析と日米

での取り組み事例の収集に基づき、我が国で求

められる地域医療の在り方を考察することであ

る。わが国は超高齢社会を迎えており、特に高

齢者に焦点を当てて考察する。 

 

Ｂ．研究方法 

調査初年度の研究成果に関する有識者による

議論を通して、災害に強い地域づくりに寄与す

る病院に関するフレームワークを開発した。議

論は、日本臨床救急医学会および日本地区防災

計画学会において実施した。 

（倫理面への配慮） 

本研究では、直接利用者に調査をする手法を

とっていない。ただし、研究を遂行する上で、

倫理的側面を充分に配慮しながら実施した。な

お、本研究分担・協力者は、ヒアリングを行っ

た組織のいずれかに所属している。 

 

Ｃ．研究結果 

開発したフレームワークは、（１）病院内の

事業継続計画（基盤的な医療の提供と被災地外

からの支援の受け入れ）、および（２）病院外

における減災のための病院マネジメント（医療

介護連携の強化とインフラやコミュニティマネ

ジメントの促進）から構成された。 

このフレームワークを概念図に整理して発表

し、その図をさらに平易にしたものを図１に示

す。 

 

図１．概念フレームワークを論文化した図* 

 

*Ito H & Aruga T. International Journal of 

Disaster Risk Reduction 77: 103032, 2022.  

 

Ｄ．考察 

 本研究結果は、病院が平時の診療活動での工

夫によって、いかに災害への備えのハブ組織に

いかに能動的な役割を担うことができるかを示

している。 

 

Ｅ．結論 

本研究結果は、災害拠点病院は地域密着型病

院への災害への平時の備えを促し、地域密着型

病院は地域の医療・介護組織やボランティア組

織など様々な地域組織との連携を通して災害へ

の平時の備えを促す役割が期待されていること

を示唆している。 

 

【謝辞】本研究を進めるにあたり、一般社団法人 日本

災害リハビリテーション支援協会 栗原正紀代表理事に

は、貴重なご助言と資料のご提供をいただきました。ま

た、本報告書の作成にあたり、次の Healthcare BCP コ

ンソーシアムワーキンググループメンバーから、多くの

示唆をいただきました（敬称略）。小倉裕二（公益財団

法人日本医療機能評価機構評価事業審査部副部長）、長

谷川仁志（株式会社 i4ｈ Corporation 代表取締役）、林

宗博（日本赤十字社医療センター 救急科部長・救命救

急センター長）、蛭間芳樹（日本政策投資銀行）、牧賢

郎（日本赤十字社医療センター救急科医師）、鷺坂彰吾

（日本赤十字社医療センター救急科医師）、吉池昭一（社
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 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一

部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年 ２月１３日 
 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                               
                 
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史   
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システム (MACS)の解析                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 岡山大学学術研究院医歯薬学域・助教                                

    （氏名・フリガナ） 渡邉 暁洋・ワタナベ アキヒロ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一

部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年 ２月１３日 
 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                               
                 
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史   
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システム (MACS)の解析                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 岡山大学学術研究院自然科学学域・准教授                                

    （氏名・フリガナ） 竹内 孔一・タケウチ コウイチ                          

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一

部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年 ２月１３日 
 
厚生労働大臣   殿 

                                                                                               
                 
                              機関名 国立大学法人岡山大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 槇野 博史   
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理について

は以下のとおりです。 

１．研究事業名 地域医療基盤開発推進研究事業                                        

２．研究課題名 数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システム (MACS)の解析                                        

３．研究者名  （所属部署・職名） 岡山大学学術研究院医歯薬学域・助教                                

    （氏名・フリガナ） 平山 隆浩・ヒラヤマ タカヒロ                            

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 
未審査（※

2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫

理指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェックし一

部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対象とす

る医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 
研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。

 



令和５年２月６日 
 
厚生労働大臣  殿 

                                                                                              
                   
                              機関名 東北医科薬科大学 

 
                      所属研究機関長 職 名 学長 
                                                                                      
                              氏 名 高柳 元明          
 

   次の職員の令和４年度厚生労働科学研究費の調査研究における、倫理審査状況及び利益相反等の管理につい

ては以下のとおりです。 

１．研究事業名  地域医療基盤開発推進研究事業                          

２．研究課題名  数理最適化モデルによる小学校区グリッドに基づく多組織連携システム (MACS)の解析  

３．研究者名  （所属部署・職名） 医学部 教授                          

    （氏名・フリガナ） 伊藤 弘人（イトウ ヒロト）                   

４．倫理審査の状況 

  
該当性の有無  

有  無 

左記で該当がある場合のみ記入（※1） 

審査済み   審査した機関 未審査（※2） 

人を対象とする生命科学・医学系研究に関する倫理

指針（※3） 
 □   ■ □  □ 

遺伝子治療等臨床研究に関する指針  □   ■ □  □ 

厚生労働省の所管する実施機関における動物実験

等の実施に関する基本指針 
 □   ■ □  □ 

その他、該当する倫理指針があれば記入すること 

（指針の名称：                   ） 
 □   ■ □  □ 

（※1）当該研究者が当該研究を実施するに当たり遵守すべき倫理指針に関する倫理委員会の審査が済んでいる場合は、「審査済み」にチェッ

クし一部若しくは全部の審査が完了していない場合は、「未審査」にチェックすること。 

その他（特記事項） 
                                                 
（※2）未審査に場合は、その理由を記載すること。 

（※3）廃止前の「疫学研究に関する倫理指針」、「臨床研究に関する倫理指針」、「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」、「人を対

象とする医学系研究に関する倫理指針」に準拠する場合は、当該項目に記入すること。 

５．厚生労働分野の研究活動における不正行為への対応について 

研究倫理教育の受講状況 受講 ■   未受講 □ 

６．利益相反の管理 

当研究機関におけるＣＯＩの管理に関する規定の策定 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究機関におけるＣＯＩ委員会設置の有無 有 ■ 無 □（無の場合は委託先機関：                 ） 

当研究に係るＣＯＩについての報告・審査の有無 有 ■ 無 □（無の場合はその理由：                  ） 

当研究に係るＣＯＩについての指導・管理の有無 有 □ 無 ■（有の場合はその内容：                 ） 

（留意事項） ・該当する□にチェックを入れること。 
                   ・分担研究者の所属する機関の長も作成すること。 


